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ヘルスケア部会_第１回_基調講演



高年齢者の雇用と生産性の維持

・雇用義務年齢は、凡そ20 年で5歳引上げペース

・事業主は雇用の長期化に伴う人件費増加を受け容れ

つつ国際競争に対峙

・官邸「人生 100 年時代構想会議」（2018）

・国も事業主も、リスクシナリオの1つとして「生涯現役時

代」の到来を想定する必要

・現役年数の長期化に伴い、勤労意欲は低下して、単位

時間当たりの生産性は低下する懸念（限界生産性の

低減則が顕著に表れる）

生涯現役時代の到来と福利厚生

・勤労者にとって、何年間で生涯賃金を稼ぐのが最善か

・事業主にとって、どのような賃金体系や福利厚生制度

が長い現役生活の労働生産性向上に資するか、あらた

めて実証的に研究する必要
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定年延長と賃金カーブの見直し
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生涯現役時代の福利厚生の在り方

・高年齢期を含む①長い現役期間の生活福祉と②労働

生産性向上（戦略性）の双方に資する視点が必要

・①については、もとより生涯福祉思想で設計されている

公的医療（法定福利）と協働した施策という方向感

（法定外福祉が独自の予算を計上するのは困難）

・例えば、健保の保健事業で行う健康増進（①）と法

定外福利費で行う健康支援（②）、人事労務費で行う

作業環境整備（②）との間の協働施策

・研究者は、こうした恊働の事例研究や実効性検証を通

じて科学的なエビデンスデータの蓄積に貢献

・法定福祉費と法定外福利費のコラボによる戦略的生

産性貢献と言う視点（疾病予防管理の実効性の検証

を含む）

社会保障財政との関係

・生涯の社会保険料負担額は生涯賃金に比例

・生涯賃金の増加は社会保障財政にとって一見では望

ましいものの、限界生産性が想定上に低下した場合は

期待外れに終わる（生産性堅持が鍵）
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試論

筆者作成
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ご清聴に感謝します


